わが国地方自治体における財務管理内部統制の構築 : 必要性と課題およびその解決策 by 関下 弘樹 & Hiroki Sekishita
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　第２に、英国では実物資産の管理について、Corporate Property Officer （ＣＰＯ : 自治体資産管理官）
が設置されている。本論文ではＣＰＯについての言及がなく、ＣＰＯとＣＦＯの関係（たとえば、ＣＰＯは
ＣＦＯの部下なのかどうか）についての言及がない。資金と実物資産の適切な管理があってこそ、財務管理
の有効性が実証されるのであれば、ＣＰＯについても研究を進める必要があろう。また、これとの関連から
わが国自治体で、会計制度が現金主義から発生主義へと変更になった場合、自治体の財務管理内部統制にど
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のような影響が生じるのかを明らかにすることも重要なのではないか。
　第３に、第７章ではＬＡＢＶがＰＦＩと比較されている。ここで用いられているＰＦＩに関する情報は
2010年と2008年の文書を基にしているが、英国におけるＰＦＩは2012年度以降、出資という形で公共の関与
を強める方向に転じており、この点をＬＡＢＶとの関係で整理する必要があるのではないか。
　第４に、第８章では英国の「サービス水準検査」とわが国の「行政評価」をとり上げ、英国の自治体にお
ける業績管理がわが国の行政評価よりも有用であると指摘している。このことはその手法によるものか、あ
るいは、英国では外部機関によるものであり日本では主として内部評価にとどまっていることの差異による
ものなのか、を考察すべきではないか。
　第５に、本論文の82頁には、「現在の状況では財務担当副市長を設置し、その下に会計・財政担当課を配
置することが……最善の方法と言えよう」という貴重な指摘をしている。しかし第９章の結論ではその指摘
が提言に組み込まれていないように見受けられる。その理由は不明であるものの、論旨の整合性から見ても、
当該指摘を第９章で取り上げるべきではないか。
　第６に、本論文中の記述に関して２点を指摘する。まず、59頁で指摘しているハーロウの事例については、
2012年２月にＦＭモデルを適用し「財務管理の問題点を洗い出し、次の改善につなげる」と言及されている。
もしそうなのであれば、2014年度には「次の改善につなげる」実態が判明するわけで、その部分の検証によっ
てＦＭモデルの有効性に対する根拠が一層明確になると考えられる。また、61頁では、わが国地方自治体に
ついて「すでに内部統制に取り組む自治体もあるが」と指摘されている。もしそうなのであれば、その具体
的事例（たとえば、愛知県豊橋市役所など）を例証すべきである。その例証があれば、一層具体的にＣＦＯ
による内部統制の充実という本論文の主張を強化できたと考えられる。
　本論文には以上のような問題点と課題が残るとはいえ、これらはいずれも今後の研究の発展の方向性や諸
データのアップデートの必要性を示すものであり、本研究の本質的な意義と価値をまったく揺るがすもので
はなく、研究の緻密さと研究手法としての独創性、さらには、膨大な文献等考察結果から導出された結論の
妥当性を歪めるものでもない。特に、第１、第２、第３の指摘は、本論文の精緻な分析や考察を通じて、今
後の研究課題がかえって明確化されたものと位置づけることが妥当な内容である。
　加えて本学位申請論文の申請者である関下弘樹氏は、査読論文２本を含め合計４本の研究論文（単著２本・
共著２本＜うち１本は第一著者＞）の他、共著の翻訳書１冊、合計３回の学会全国大会報告、合計５回の英
国における地方自治体調査を行っている。特に、英国地方自治体調査では、ボーンマス市におけるＬＡＢＶ
の実態調査から、英国自治体における資産管理の新手法と資金管理の関係という新しい研究領域（資金管理
から資産管理への発展的新展開と発生主義会計との関係）を発掘するなど、今後の学会研究の発展にも寄与
貢献する大きな知見を示唆している。
　以上により、審査委員会は全員一致で、関下弘樹氏の学位申請論文が、博士（先端マネジメント）の学位
に相当する論文であると判断し、ここに報告するものである。
